
令 和 ８ 年 ８ 月

新 潟 県 病 院 局

柿崎病院の機能・規模の見直しについて
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１．上越医療圏の現状・課題
（１）上越地域医療構想調整会議での議論
（２）医療を巡る環境変化

２．柿崎病院の現状・課題と対応方針
（１）現状・課題
・ 入院の状況
・ 救急の状況
・ 医療スタッフの状況
・ 外来、在宅医療の状況
・ 経営の状況

（２）対応方針
・ 柿崎病院の規模（病床数）の見直し
・ 地域の身近な医療を支える拠点への転換

３．対応方針を踏まえた具体的検討の方向性



-2-

１．上越医療圏の現状・課題



令 和 ７ 年 度 第 ５ 回
上越地域医療構想調整会議資料

調整会議での議論（高齢者人口の増加に伴い、医療ニーズが変化）
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調整会議での議論（地域全体の病床数が必要数を上回っている）
令 和 ７ 年 度 第 ５ 回
上越地域医療構想調整会議資料
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調整会議での議論（会議の結果、柿崎病院の病床規模を見直すこととなった）
令 和 ７ 年 度 第 ５ 回
上越地域医療構想調整会議資料
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調整会議での議論（見直しに合わせ、機能強化も検討）
令 和 ７ 年 度 第 ５ 回
上越地域医療構想調整会議資料
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医療を巡る環境変化（在宅医療ニーズの増加）

-7-



（千人）

90 93

23 22

29 28

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H30 R1 R2 R3 R4 R5

102.8

95.3

100.0

95.9

95.0

97.0

99.0

101.0

103.0

105.0

-8-

医療を巡る環境変化（居宅介護サービスの利用者が増加）

上越市では、居宅サービス（訪問介護、訪問看護、デイサービス、ショートステイ等）が最も利用されており、そ
の割合は全体の６割程度となっている。

施設サービスの利用は減少傾向にある一方、居宅サービスの利用は増加傾向にある。

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」

居宅サービス利用者

地域密着型サービス利用者

施設サービス利用者

居宅サービス利用者

地域密着型サービス利用者

施設サービス利用者

（H30年度を100とした場合の推移）
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出所：県病院局「信頼される県立病院づくりのための調査」

医療を巡る環境変化（頸北地域でも在宅医療ニーズが増加）
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高齢化の進行に伴い、在宅医療の充実を求める県民の割合は増加傾向にある。

特に、頸北地域においては、その傾向が顕著となっている。

（％）

柿崎病院
県立病院全体

一層の充実を求める機能として「訪問診療・看護・リハビリなど在宅療養への支援」と回答した県民の割合

全2,325 柿160 全2,209 柿140 全1,976 柿146 全2,320 柿194 全2,716 柿227 全2,298 柿181 全2,149 柿198 全2,135 柿195 全2,006 柿171 全2,108 柿187N ＝
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医療を巡る環境変化（在宅医療の主な対象である高齢者世帯が増加）
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人口減少により、総世帯数は減少傾向にある一方、頸北３区における高齢者夫婦世帯や独居高齢者世帯の数
は年々増加している。

こうした高齢者のみの世帯では、一般的に、通院手段の制約や身体的負担等を背景に、外来通院が困難な状
況が生じており、在宅医療の主な対象になると考えられる。

（世帯数）

出所：総務省「国勢調査」

総世帯数に占める高齢者世帯数の推移（頸北３区）

柿崎区 吉川区 大潟区

うち独居高齢者世帯数

うち高齢者夫婦世帯数

総世帯数

29.9％
29.5％ 22.8％
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２．柿崎病院の現状・課題と対応方針



住所 実患者数(人) 割合

上越市 432 91.5%

その他（県内） 3 0.6%

その他（県外） 1 0.2%

不明 36 7.6%

合計 472 100.0%

柿崎区
256

59.3%
大潟区

45
10.4%

吉川区
57

13.2%

３区以外
74

17.1%

上越市
432

91.5%

その他（県内）
3

0.6%

その他（県外）
1

0.2%
不明
36

7.6%

入院患者の状況①（入院患者の居住地は頸北３区がほとんど）

居住地別 実入院患者数（R7年度）

入院患者は上越市民が91.5%を占めており、そのうち、頸北３区の患者は82.9％となっている。

上越市地域自治区別 実入院患者数（R7年度）

出所：DPCデータ（2025年4月～2026年3月）

計472人
計432人

※ 「不明」は、2026年度末時点で入院中の患者であり、DPCデータの仕様によるもの
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82.9％
（頸北３区）

住所 実患者数(人) 割合

柿崎区 256 59.3%

大潟区 45 10.4%

吉川区 57 13.2%
３区以外 74 17.1%

合計 432 100.0%
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性・年齢階層別実入院患者数（R7年度、n437人）

（人）

89.9％

入院患者の状況②（高齢化に伴う患者像の変化）
入院患者の約９割が75歳以上の後期高齢者となっており、85歳以上で見ると６割となっている。団塊の世代の
高齢化に伴い、今後、入院患者の高齢化はさらに進む見込み。

高齢（特に85歳以上）の入院患者は、①複数の慢性疾患を患っていることが多い、②個人差が大きい、③症状
の出方が非定型的である、といった特徴を有しており、リハビリ・栄養指導・服薬指導・介護的ケアなど、総合
的・包括的なケアが必要。

入院患者の高齢化がさらに進むことにより、総合的・包括的なケアの必要性はますます高まるが、１病棟のみ
の小規模病院で医療スタッフや設備が限られる柿崎病院では診療範囲も限定的にならざるを得ず、複数疾患
の同時併発や急変への対応が難しい状況となっている。

新たな地域医療構想等に関する検討会資料（厚生労働省）

60.0％
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出所：県病院局「業務データ」

1日平均入院患者数

空き病床

稼働病床

入院患者の状況③（入院患者数の減少・空き病床の増加）

病床稼働率は低下傾向にあり、直近（令和７年度）では約５割まで低下している。

これは、地域全体の病床数が必要数を上回っていることや、柿崎病院の医療提供体制では、多様化する患者
像の変化への対応が難しくなってきていることが大きな要因と考えられる。
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日中 449件（85.2％）

②①以外のケース計410件

①柿崎病院において比較的緊急度が高いと判断したケース 計６件

柿崎病院救急受入患者（R7） 527件

夜間 48件（9.1％） 深夜 30件（5.7％）

来院時間

柿崎病院の救急受入状況（ウォークインの夜間等受入は8.7日に１件程度）
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柿崎病院のR7年度の救急受入件数は527件であった。（内訳：救急搬送111件、ウォークイン416件）
ウォークイン416件のうち、夜間・深夜の受入れは42件（10.1％、8.7日に１件程度）となっている。

（件）
●救急搬送計111件（詳しい状況は次ページ以降）

● ウォークイン
計416件

●日中（２件、0.5％）
１ （処置なし） 【他医療機関に紹介】

２ （処置なし） 【他医療機関に紹介】

●夜間（３件、0.7％）
１ 創傷処置、喀痰吸引

２ （処置なし）

３ 酸素吸入【他医療機関に紹介】

●深夜（１件、0.2％）
１ 人工呼吸、非開胸的心マッサージ

出所：県病院局「業務データ」



上越総合病院
452

(52.7%)
中央病院

262
(30.5%)

上総・県中以外
48

(5.6%)

日中
63

(7.3%)

夜間
17

(2.0%)

深夜
16

(1.9%)

柿崎病院以外
762

(88.8%)

柿崎病院
96

(11.2%)

柿崎病院
170

(17.5%)

参考
R6年度
（970件）

頸北消防署の管轄と病院配置状況

頸北３区の救急搬送状況（９割近くの患者は柿崎病院以外に搬送）

頸北消防署によるR7年度の柿崎区、大潟区、吉川区の救急搬送件数は858件であり、そのうち柿崎病院への
搬送は96件（11.2％。 R6年度の17.5％から減少）となっている。
柿崎病院では、軽症患者など対応できる患者を可能な限り受け入れているが、重篤な場合や複合疾患を有す
るなどの患者は柿崎病院以外に搬送している状況にある。

深夜：0～8時
日中：8～18時
夜間：18時～24時
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頸北消防署の
救急搬送件数

858件（R7年度）

軽症患者などに
可能な限り対応

【上総・県中以外48件の内訳】
• 新潟労災病院 33件
• 長岡赤十字病院 7件
• 上越地域医療センター病院 4件
• 国立病院機構新潟病院 1件
• さいがた医療センター 1件
• 診療所（上越市内） 2件

出所：上越地域消防局



頸北３区における主な救急搬送パターン
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③
（①・②以外）
【96件】

① 重症度・緊急度が高い場合
② 入院・手術等、専門医の診療・治療を必要とする場合

【762件】※上総・県中以外の48件含む

消防

初
期
対
応
・

症
状
安
定
化

③’（転送等）【7件】

重症・中等症の場合は基本的に「パターン①、②」となっている。

【転送等７件の内訳】

１ 心肺停止状態で搬送後、自己心拍再開となり、蘇生後

処置困難なため転送

２、３ 搬送後、急性膵炎と診断。処置困難なため転院搬送

４、５ 搬送後、意識障害があり、精密検査が必要なため転院搬送

６、７ 搬送後、右鼠径ヘルニア・横紋筋融解症と診断。専門

治療目的で転院搬送

柿崎
病院

総合
病院等

R7搬送件数
【858件】※再掲

（帰宅）

（帰宅）

•入院を要しない軽症（擦過傷、
打撲、発熱、脱水等）の場合

•死亡診断の場合、蘇生の可
能性が低い場合

•かかりつけである場合
•医師や施設関係者によって
手配済みであった場合



処置困難
28

患者対応中
2

専門外
2

その他
3

●日中（８件、7.2％）
１ （処置なし）

２ （処置なし） 【他医療機関に転送】

３ 酸素吸入【他医療機関に転送】

４ 人工呼吸

５ （処置なし） 【他医療機関に転送】

６ 導尿【他医療機関に転送】

７ 喀痰吸引、人工呼吸

８ （処置なし） 【他医療機関に転送】

●夜間（３件、2.7％）
１ 人工呼吸

２、３ 酸素吸入

●深夜（２件、1.8％）
１ 酸素吸入

２ （処置なし）

柿崎病院への搬送後の処置（初期対応の範囲にとどまっている）
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医療スタッフや設備等に限りがある柿崎病院では、重症患者に対する治療を完結できる体制とはなっておらず、
傷病者の症状等に応じて適切な医療機関に搬送されている。

頸北消防署による搬送96件を含め、柿崎病院のR7受入件数は111件あるが、このうち柿崎病院において比較
的緊急度が高いと判断した13件（11.7％）の処置は、酸素吸入や喀痰吸引等の初期対応となっている。

出所：県病院局「業務データ」

柿崎病院において比較的緊急度が高いと判断
したケース（13件）における処置の内容

搬送先傷病者の症状等

上越総合病院
中央病院

① 重症度・緊急度が高い場合
（重症外傷、脳疾患、心筋梗塞等）

上越総合病院
中央病院

② 入院・手術等、専門医の診療・治療を必要とする場合
（消化管出血、心不全、肺炎、大腿骨骨折等）

柿崎病院等

③ ①又は②以外の場合
• 入院を要しない軽症（擦過傷、打撲、発熱、脱水等）の場合
• 死亡診断の場合、蘇生の可能性が低い場合
• かかりつけである場合
• 医師や施設関係者によって手配済みであった場合

出所：上越地域消防局

頸北消防署の救急搬送における基本的な考え方

※ 「上越地域における救急搬送に関わる申し合わ

せ」で定められている「救急隊の救急患者搬送病

院選定の優先基準」、新潟県の「傷病者の搬送及

び受入れの実施に関する基準」を基本的な考え

方とし、搬送先を決定

※ 搬送先の決定にあたっては、診療可能科目、傷

病者の現病・既往歴、医療機関への通院歴、傷

病者や家族の状況、医療機関収容後のこと等も

踏まえ、総合的に判断（救急搬送の実態は上表

のとおり）

柿崎病院に搬送しようとしたものの、
受入に至らなかったケース
（R7年度 35件、理由別）



58.6
47.6

35.6

34.1

5.7
18.3

R2.10（87人） R7.4（82人）

入院・救急を支える医療スタッフの状況（確保が一層困難に）
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職員数割合の変化（通勤距離別）

柿崎病院の常勤医は４人（うち医師歴９年以内の医師は３人）で、自らの専門領域以外も含め、総合的に診療
（夜間・休日は宿日直医１人のみで対応）

夜間・休日に医師が診断に必要な画像撮影や検査のために技師を緊急呼び出しする場合、病院到着まで時間
を要する

柿崎病院に勤務する職員のうち、病院近辺を生活本拠地とする職員の割合は低下傾向（長岡など、遠方を生活
本拠地とする職員を配置せざるを得ない）

出所：病院データ

少人数で体制を組んで対応しており、
個々の職員の負担は大きい

柿崎病院の救急医療応需体制（平日昼間以外）

毎夜間休日昼間職種

宿直１名日直１名
医師
（診断、治療など）

病棟勤務者で対応
看護師
（患者のケア・処置など）

３人でローテーションを組み、
呼び出しに備える

薬剤師
（薬の準備・管理など）

２人でローテーションを組み、
呼び出しに備える（自宅待機）

放射線技師
（レントゲン撮影など）

３人でローテーションを組み、
呼び出しに備える（自宅待機）

検査技師
（血液検査など）

通勤距離20ｋｍ以内
（おおむね30分以内に病院到着可能）

40ｋｍ以内

40ｋｍ超え （例）
通勤距離40km超えの看護師
の数について

＜R2.10＞ 1人

＜R7.4＞ 12人
・ 長岡市10人
・ その他 2人
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出所：県病院局「業務データ」

（H27年度を100とした場合の推移）

上越市人口（75歳以上）※ 30,659人
１日平均外来患者数 120.7人
※国調人口等に基づく推計

35,252人
（＋15.0%）

73.8人
（▲38.9%）

訪問診療

訪問看護

（延べ人）

１日平均外来患者数

上越市人口（75歳以上）

外来患者・在宅医療の状況（在宅医療ニーズへの対応が必要）

高齢者人口が増加する一方、地域の人口減少も相まって外来患者数は減少している。

高齢化が進むにつれ、通院手段の制約や身体的負担等により、外来通院が難しい高齢者が増えるとともに、住
み慣れた家や地域で生活を続けながら医療を受けたいと考える人も増加しており、在宅医療充実の声が多い。

柿崎病院における在宅医療（訪問診療、訪問看護）の実施は横ばいで推移しているが、今後、住民の声に的確
に対応するため、在宅医療の強化等が必要。
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訪問リハ
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経営の状況①（柿崎病院の経営状況の変化）

医業費用
医業収益

医業損益

医業収支比率(右目盛)

一般会計繰入金

（百万円）

入院患者数の減少などから、医業収支比率（本業部分の支出に対する収入の割合）は低下傾向にある。

それに伴い、収支差を補てんするための県の一般会計からの繰入金は増加傾向にある。

令和７年度決算でも、本業の主な収益（入院収益と外来収益）では、本業の主な費用（給与費、薬品・診材費、
経費）を賄えず、構造的に経営が成り立たない状況となっている。

病院運営に必要な財源（診療報酬、一般会計繰入金）が限られる一方、地域に必要な医療を提供し続けること
が必要であり、そのための対応が必要。
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令和７年度決算（柿崎病院）

給与費 751

薬品・診材費 45

経費 203

その他費用 113

入院収益 375

外来収益 155

その他収益 66

一般会計繰入金
513

純損失 3

費用1,112百万円 収益1,112百万円

本
業
の
主
な
収
益

本
業
の
主
な
費
用

収
支
差
を
補
て
ん



経営の状況②（県立病院全体の経営状況）
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経営の状況③（県立病院の機能・規模の適正化）

令 和 ８ 年 度 当 初 予 算
病 院 事 業 会 計 説 明 資 料
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【現状・課題】
医療を巡る環境変化
入院患者の高齢化・多病化が進み、総合的・包括的なケアがますます必要となる一方、現在の
柿崎病院の医療提供体制ではこうした患者像の変化への対応が難しくなってきており、さらに
地域全体の病床数が必要数を上回っていることも相まって、空き病床が増えている。
在宅医療充実の声は多く、在宅医療の強化が必要。
小規模組織としての限界
１病棟のみの小規模病院で医療スタッフや設備が限られる柿崎病院での診療範囲は限定されて
おり、特に入院・救急での受入れ可能患者が限られている。
医療スタッフの確保
上越圏域では限られた担い手で医療を提供する必要があり、柿崎病院でも入院・救急を支える
医療スタッフ確保が課題となっており、ローテーション等の体制を組みながら対応しているが、
医療スタッフの負担が大きくなっている。
持続可能性の低さ
医療を巡る環境変化への対応が難しく、柿崎病院の収支は悪化基調にあり、限られた財源の中
で地域に必要な医療を提供し続けるために、持続可能性を高めることが必要。

【対応方針】

今後も安全・安心な医療を地域で提供し続けていくために、
❶ 柿崎病院の規模(病床数)を見直すとともに、
❷ 外来機能をしっかり地域に残しながら、在宅医療（出向く医療）の強化を
図るなど、地域の身近な医療を支える拠点に転換する

こととする。

柿崎病院の現状・課題と対応方針
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❶柿崎病院の規模（病床数）の見直し

３．対応方針を踏まえた具体的検討の方向性



１Ｆ 外来

診
療
の
範
囲
・
可
否

①病院（30床程度） ②有床診療所（19床程度）
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柿崎病院の規模（病床数）の見直し（見直しパターンは大きく３つ）

現在の病院

２Ｆ 病棟(55床)

③無床診療所

１Ｆ 外来

２Ｆ 病棟

１Ｆ 外来

２Ｆ 病棟

外来

※ 診療機能や職員体制等の検討状況に応じて、今後、医業損益など具体的に試算予定。

診療科や医療スタッフ等が充
実している病院へ入院・夜間救
急機能を集約

医師の宿日直を不要とし、病
棟の看護体制をなくす

病棟の看護体制等をなくすこと
で収支改善し、在宅医療など
機能強化に振り向けることが
可能

診療科・医療スタッフ等が限ら
れる

総合的・包括的なケアは難しい

医師の宿日直を不要とし、病
棟の看護体制を縮小

体制縮小等により費用削減と
なる一方、入院基本料単価も
下がるため、収支改善効果は
限定的

診療科・医療スタッフ等が限ら
れる

総合的・包括的なケアは難しい

現在と同様の医療スタッフの確
保が必要

体制が変わらないため、現在と
収支は変わらない

診療科・医療スタッフ等
が限られる

総合的・包括的なケアは
難しい

令和７年度決算では約
5.5億円の医業損失が発
生し、構造的に持続可能
な経営が成り立たない状
況

×（実施せず、圏域で確保）△（縮小）○（維持）入院

○（維持、中心的機能）○（維持）○（維持）外来

◎（拡充・重点化）○（維持）○（維持）在宅医療

○（維持・連携）○（維持）○（維持）日中救急

×（実施せず、圏域で確保）△（制約あり）○（維持）夜間救急

柿崎病院の規模（病床数）を見直すにあたり、そのパターンは次の３つに大別される。

主
な
ポ
イ
ン
ト
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柿崎病院の規模（病床数）の見直し（見直しパターン評価の観点）

１ 医療の質
小規模組織としての限界を踏まえた対応（入院・救急機能の集約と連携を通じた医療の質向上）

• 入院・救急を含む多様な医療機能を柿崎病院で提供し続けることは難しく、機能集約と役割分担が重要。
• これらの機能は、他医療機関との連携により圏域全体で確保可能であり、柿崎病院で維持し続ける必要
性は相対的に小さくなっているため、役割分担と連携を前提とした体制への転換が必要。

医療スタッフの確保に向けた対応（医療スタッフ確保の安定化）
• 上越圏域では、限られた担い手で医療を提供することが必要。柿崎病院でも、病床や救急体制を維持す
るための医療スタッフ確保が課題となっており、上越圏域全体で限られた医療スタッフを安定的に確保
するための体制の見直しと効率化が必要。

２ 医療アクセス
入院医療及び外来・在宅医療による医療アクセスの確保

• 必要時の入院医療へのアクセスを確保するとともに、日常的な外来や在宅医療については身近な地域で
継続して受けられる医療提供体制を維持することが必要。

• 入院医療と外来・在宅医療の役割を適切に分担し、地域の実情や交通事情も踏まえながら、地域全体と
して住民に必要な医療アクセスを確保することが必要。

３ 持続可能性
医療を巡る環境変化への対応（外来機能の維持・在宅医療機能の強化）

• 入院患者は減少傾向にある一方、在宅医療の充実が求められている。
• 限られた医療資源を外来維持・在宅医療強化のために重点的に振り向けることが必要。

将来的に安定した運営体制づくり
• 見直しにより運営の安定化が図られ、柿崎病院のみならず、上越圏域全体として将来にわたり安心して
医療を受けられる体制づくりにつながっていくことが必要。

柿崎病院の課題（医療を巡る環境変化、小規模組織としての限界、医療スタッフの確保、持続可能性の低さ）を踏まえ、

次の観点から３つの見直しパターンを評価することとする。

（見直しパターン評価の観点）
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❷地域の身近な医療を支える拠点への転換

３．対応方針を踏まえた具体的検討の方向性



「入院中心の医療」から「地域へ出向き、生活を支える医療」へ

過 去

－ 入院医療ニーズを支えた時代 －

• かつては地域内の人口も多く、高齢化率も現在
ほど高くなかった。

• 生産年齢人口も多く、急性期医療ニーズが一定
程度存在し、柿崎病院がその役割を担っていた。

＜背景＞
・高齢化率：低水準
・独居高齢者：少数
・生産年齢人口：多数
・入院患者数：多数

現 在

－ 地域課題が大きく変化 －

• 現在は、病気を抱えながら地域で暮らす、医療と
介護が同時に必要な高齢者が増えている。

• 一方で、病床利用率は低下傾向にあり、急性期
医療は圏域内の総合病院に集約されつつある。

＜背景＞
・病床利用率：約50％
・75歳以上人口：増加
・独居・認知症高齢者：増加
・訪問看護需要：増加

＜背景＞
・2040年も高齢化が進行 ・介護人材不足が進行 ・在宅看取り需要が増加 ・施設だけでは対応困難

⇒ 医療と介護の連携による、患者・利用者の状況に応じた適切なサービス提供がこれまで以上に重要
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在宅医療・介護連携のイメージ

-30-
出所：厚生労働省「社会補保障審議会介護保険部会（121回）」



（相談の入口・地域の窓口）

地域の身近な医療を支える拠点への転換後の全体像
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治療後も、介護で
生活を支える

医療から介護へ

介護から医療へ

体調が変わったら、
すぐ医療へ

適切な医療・介護サービス
への迅速な接続

高齢者等の状態に応じた
最適な支援の提供

重症化予防・健康維持、
生活機能の維持・向上

高齢者による社会参加
の維持・拡大

効
果

拠点（転換後）

＜機能強化の考え方＞

医療・介護サービスを最適に繋ぐ

ための連携機能を強化

在宅医療専門人材の配置や医療DX

の活用により、出向く医療を強化

＜主な取組例＞

医療・介護連携機能の強化

訪問看護の強化

訪問診療の強化

外来診療機能の充実

圏域内の総合病院等

開業医・訪問看護ステーション 等

機
能
強
化
の
検
討
イ
メ
ー
ジ
は
次
ペ
ー
ジ

在宅医療専門職
によるフォロー等

（生活支援の中心）

介護
施設

訪問
介護

その他
ｻｰﾋﾞｽ

上越市

地域包括支援センター

居宅介護支援事業所
医療介護連携

住み慣れた地域における自立した生活の継続へ

医療 介護

連携・情報共有

連携・情報共有
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機能強化の検討イメージ

●医療・介護連携機能の強化
医療・介護関係者が利用者の状態変化や支援ニーズを早期に把握し、
必要な医療・介護サービスへ迅速につなげるハブ機能を構築

利用者の状態変化や支援ニーズを早期に把握
迅速・適切な支援による重症化予防と生活機能維持

●訪問看護・リハビリの強化
在宅療養支援に専門性を有する看護師やリハビリ専門スタッフの配置
により、在宅療養における訪問看護・リハビリの機能を強化

住み慣れた地域で療養できる在宅療養環境の充実
在宅医療をあきらめていた住民のニーズに対応可能

●訪問診療の強化
移動診療車の導入等により、訪問診療の提供体制を充実

通院困難者に対する継続的かつ適時適切な受療機会の確保
居宅・施設における診療・検査対応力の向上

●外来診療機能の充実
地域でニーズの高い診療科を新たに開設（対面又はオンライン）

早期診断・早期介入による症状進行の抑制および重症化予防
専門診療の提供による地域内完結率の向上（遠方受診の削減）

期待
効果

期待
効果

期待
効果

期待
効果



今後の進め方（想定スケジュール）
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令和８年度
８月下旬～ 住民説明会（第１回）

対応方針を踏まえた具体的検討の方向性について説明
秋頃 上越地域医療構想調整会議

住民説明会での意見も踏まえ、方向性について説明
１～２月頃 住民説明会（第２回）

調整会議での意見への対応も含め、柿崎病院の機能・規模見直
しの内容について説明

春頃 上越地域医療構想調整会議
住民説明会での意見も踏まえ、見直しの内容について説明

令和９年度
下半期 住民説明会（第３回）

上越地域医療構想調整会議
地域の身近な医療を支える拠点への転換後の姿を具体的に説明

令和10年度
４月 地域の身近な医療を支える拠点への転換

新たな拠点として、運営を開始


